
Ô 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 500¶000¶000

短期借入金の返済による支出 �500¶000¶000

リース債務の返済による支出 �65¶446¶492
EEEEEEE

小計 �65¶446¶492

利息の支払額 �2¶617¶448
EEEEEEE

財務活動によるキャッシュ・フロー �68¶063¶940

Õ 資金増加額 23¶998¶741

Ö 資金期首残高 2¶216¶272¶576
EEEEEEE

× 資金期末残高 2¶240¶271¶317
ÖÖÖÖÖÖÖ

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成24年４月１日～平成25年３月31日） （単位：円）

Ò 業務費用

\ 損益計算書上の費用

業務費 8¶689¶392¶146

一般管理費 252¶018¶991

財務費用 2¶967¶174

臨時損失 62¶374
EEEEEEE

8¶944¶440¶685
EEEEEEE

] （控除）自己収入等

授業料収益 �1¶312¶204¶170

入学料収益 �206¶959¶800

検定料収益 �63¶809¶800

受託研究等収益 �1¶011¶462¶204

受託事業等収益 �18¶763¶785

寄附金収益 �176¶819¶365

資産見返運営費交付金等戻入 �89¶238¶778

資産見返寄附金戻入 �53¶611¶145

財務収益 �5¶554¶659

雑益 �129¶828¶930

臨時利益 �2¶134¶642
EEEEEEE

�3¶070¶387¶278
EEEEEEE

5¶874¶053¶407

Ó 損益外減価償却相当額 675¶280¶088

Ô 損益外減損損失相当額 4¶995¶492

Õ 損益外除売却差額相当額 25

Ö 引当外賞与増加見積額 �34¶291¶860

× 引当外退職給付増加見積額 �157¶245¶390

Ø 機会費用

国又は地方公共団体の財産の無償
又は減額された使用料による貸借
取引の機会費用

50¶103¶596

政府出資等の機会費用 526¶649¶839
EEEEEEE

576¶753¶435
EEEEEEE

Ù 国立大学法人等業務実施コスト 6¶939¶545¶197
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（重要な会計方針）
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
原則として、期間進行基準を採用しています。
なお、「特別運営費交付金」、「特殊要因運営費交付金」及び補正予算として交付された運営費交付

金については、文部科学省の指定に従い、事項毎に期間進行基準、業務達成基準又は費用進行基準
を採用しております。また、「国立大学法人東京海洋大学運営費交付金債務の収益化において業務達
成基準を適用する場合の取扱いについて」に基づき、財務担当理事の指定を受けた学内プロジェク
ト等については業務達成基準を採用しています。
２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
定額法を採用しています。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としています。
主な資産の耐用年数は以下のとおりです。
建物 10～50年
構築物 ３～42年
工具器具備品 ２～15年
船舶 ５～12年
車両運搬具 ２～６年
なお、受託研究収入により購入した資産については当該受託研究期間を耐用年数として、リー
ス資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法によっています。
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）の減価償却相当額については、損益外減
価償却累計額として資本剰余金から控除して表示しています。

] 無形固定資産
定額法を採用しています。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ています。

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準
運営費交付金による財源措置のない教職員に対して支給する賞与の支出に備えるため、将来の支
出見込額のうち当事業年度の負担額を計上しています。
また、翌期以降の運営費交付金により財源措置のなされる教職員の賞与については賞与引当金は
計上していません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末引
当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上しています。
４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は
計上していません。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、国立大学法
人会計基準第86第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上し
ています。
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